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防衛庁訓令第６５号

防衛庁職員給与法施行令（昭和27年政令第368号）第４条の規定に基づき、幹部自衛官の候補者の

任用基準に関する訓令を次のように定める。

昭和32年11月４日

防衛庁長官 津 島 寿 一

幹部自衛官の候補者の俸給月額の決定に関する訓令

改正 昭和３８年１０月２５日庁訓第５０号 令和 元年１１月２２日省訓第 ２５号
同 ５３年 １月１３日庁訓第 １号 令和 ４年１１月２８日省訓第 ７５号
同 ６１年 ３月２７日庁訓第 ９号 令和 ５年１１月２４日省訓第１０３号
平成 ６年 ３月２４日庁訓第１３号
同 ６年１１月 ７日庁訓第５６号
同 ７年１０月２５日庁訓第５３号
同 ８年１２月１１日庁訓第５４号
同 ９年１２月１０日庁訓第４１号
同 １０年１０月１６日庁訓第４４号
同 １１年１１月１９日庁訓第５５号
同 １４年１１月２９日庁訓第５８号
同 １５年１０月２９日庁訓第６９号
同 １７年１１月 ７日庁訓第７６号
同 １８年 ３月３１日庁訓第６３号
同 １９年 １月 ５日庁訓第 １号
同１９年１１月３０日省訓第１６４号
同 ２１年 ３月３１日省訓第３１号
同 ２１年 ６月２９日省訓第４０号
同 ２４年 ３月１９日省訓第 ６号
同 ２６年 ３月 ６日省訓第 ５号
同 ２６年 ５月３０日省訓第３５号
同 ２６年１１月２８日省訓第５９号
同 ２８年 １月２６日省訓第 １号
同 ２８年１１月３０日省訓第６７号
同 ２９年１２月１５日省訓第６２号
同 ３０年１１月３０日省訓第４５号

第１条 防衛省職員給与施行規則（昭和４４年総理府令第４５号）第１条第１項第１号ハに掲げる

者が３等陸尉、３等海尉又は３等空尉以上の自衛官（以下「幹部自衛官」という。）の候補者を命

ぜられた場合において、その者が人事院規則９－８（初任給、昇格、昇給等の基準）（以下この項

において「規則９－８」という。）別表第３学歴免許等資格区分表（以下「学歴免許等資格区分表」

という。）の学歴区分欄の「大学４卒」の区分に対応する学歴免許等の資格欄の各号に掲げる資格

のいずれかを有している場合であつて、当該資格を取得した時以後の経験年数（規則９－８第１５

条の２の規定による経験年数をいう。以下同じ。）を１年以上有する場合には、その者のその候補

者である間の俸給月額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とすることができる。

ただし、当該学歴免許等の資格を有していないものとして次項の規定の例により算定して得た額に

満たない額となる場合にあつては、当該算定して得た額によることができる。

(1) １年以上２年未満 ２５１，４００円

(2) ２年以上 ２５８，６００円

２ 前項に定めるもののほか、防衛省職員給与施行規則第１条第１項第１号に掲げる者が幹部自衛官

の候補者を命ぜられた場合において、その者が学歴免許等資格区分表の学歴区分欄の「中学卒」の

区分に対応する学歴免許等の資格欄の各号に掲げる資格のいずれかを取得した時以後の経験年数を

１０年６月以上有する場合には、その者のその候補者である間の俸給月額は、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める額とすることができる。

(1) １０年６月以上１２年未満 ２５１，４００円

(2) １２年以上 ２５８，６００円

３ 前２項の規定にかかわらず、防衛省職員給与施行規則第１条第１項第１号ハに掲げる者が幹部自

衛官の候補者を命ぜられた場合において、その者が学歴免許等資格区分表の学歴区分欄の「大学４

卒」の区分に対応する学歴免許等の資格欄の各号に掲げる資格のいずれかを有している場合であつ

て、当該資格を取得した時以後の経験年数を３月以上有する場合には、その者のその候補者である

間の俸給月額は、防衛大臣が必要と認める場合に限り、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に
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定める額とすることができる。

(1) ３月以上６月未満 ２４５，５００円

(2) ６月以上９月未満 ２４７，６００円

(3) ９月以上１年未満 ２４９，６００円

(4) １年以上１年３月未満 ２５１，４００円

(5) １年３月以上１年６月未満 ２５３，２００円

(6) １年６月以上１年９月未満 ２５５，０００円

(7) １年９月以上２年未満 ２５６，８００円

(8) ２年以上２年３月未満 ２５８，６００円

(9) ２年３月以上２年６月未満 ２６０，４００円

(10) ２年６月以上２年９月未満 ２６２，２００円

(11) ２年９月以上 ２６３，９００円

（平１７庁訓７６・平１８庁訓６３・平１９庁訓１・平１９省訓１６４・平２１省訓３１・平２１省訓４０・平２６省訓５・平

２６省訓３５・平２６省訓５９・平２８省訓１・平２８省訓６７・平２９省訓６２・平３０省訓４５・令元省訓２５・令５省訓

１０３ 一部改正）

第２条 防衛省職員給与施行規則第１条第１項第２号ロに掲げる者が幹部自衛官の候補者を命ぜられ

た場合において、その者が学歴免許等資格区分表の学歴区分欄の「修士課程修了」の区分に対応す

る学歴免許等の資格欄の各号に掲げる資格のいずれかを有している場合であつて、当該資格を取得

した時以後の経験年数を３月以上有する場合には、その者のその候補者である間の俸給月額は、防

衛大臣が必要と認める場合に限り、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とすること

ができる。

(1) ３月以上６月未満 ２６３，９００円

(2) ６月以上９月未満 ２６５，７００円

(3) ９月以上 ２６７，５００円

２ 前項の規定は、防衛省職員給与施行規則第１条第１項第２号ニに掲げる者が幹部自衛官の候補者

を命ぜられた場合の俸給月額について準用する。この場合において、前項中「修士課程修了」とあ

るのは、「大学６卒」と読み替えるものとする。

（平１８庁訓６３・平１９庁訓１・平１９省訓１６４・平２１省訓３１・平２６省訓５・平２６省訓３５・平２６省訓５９・平

２８省訓１・平２８省訓６７・平２９省訓６２・平３０省訓４５・令元省訓２５・令５省訓１０３ 一部改正）

附 則

この訓令は、昭和32年11月４日から施行し、同年４月１日から適用する。

附 則（昭和38年10月25日庁訓第50号）（抄）

この訓令は、昭和38年10月25日から施行する。

附 則（昭和53年１月13日庁訓第１号）

この訓令は、昭和53年１月30日から施行する。

附 則（昭和61年３月27日庁訓第９号）

この訓令は、昭和61年３月27日から施行する。

附 則（平成６年３月24日庁訓第13号）

この訓令は、平成６年４月１日から施行する。

附 則（平成６年11月７日庁訓第56号）

１ この訓令中第１条から第３条までの規定は平成６年11月７日から、第４条の規定は同年12月１日

から施行する。

２ 第１条の規定による改正後の防衛庁職員給与施行細則の規定、第２条の規定による改正後の参事

官等の初任給の決定基準の特例に関する訓令の規定及び第３条の規定による改正後の幹部自衛官の

候補者の俸給月額の決定に関する訓令の規定は、平成６年４月１日から適用する。

附 則（平成７年10月25日庁訓第53号）
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１ この訓令中第１条の規定は平成７年10月25日から、第２条の規定は同年11月１日から施行する。

２ 第１条の規定による改正後の幹部自衛官の候補者の俸給月額の決定に関する訓令の規定は、平成

７年４月１日から適用する。

附 則（平成８年12月11日庁訓第54号）

この訓令は、平成８年12月11日から施行し、改正後の幹部自衛官の候補者の俸給月額の決定に関す

る訓令の規定は、同年４月１日から適用する。

附 則（平成９年12月10日庁訓第41号）

１ この訓令は、平成９年12月10日から施行する。ただし、第５条の規定は、平成10年１月１日から

施行する。

２ 第１条の規定による改正後の防衛庁職員給与施行細則の規定、第２条の規定による改正後の防衛

庁職員療養及び補償実施規則の規定、第３条の規定による改正後の参事官等の初任給の決定基準の

特例に関する訓令の規定及び第４条の規定による改正後の幹部自衛官の候補者の俸給月額の決定に

関する訓令の規定は、平成９年４月１日から適用する。

附 則（平成10年10月16日庁訓第44号）

この訓令は、平成10年10月16日から施行し、改正後の防衛庁職員給与施行細則及び幹部自衛官の候

補者の俸給月額の決定に関する訓令の規定は、平成10年４月１日から適用する。

附 則（平成11年11月19日庁訓第55号）

この訓令は、平成11年11月25日から施行し、改正後の参事官等の初任給の決定基準の特例に関する

訓令及び幹部自衛官の候補者の俸給月額の決定に関する訓令の規定は、平成11年４月１日から適用す

る。

附 則（平成14年11月29日庁訓第58号）

この訓令は、平成14年12月１日から施行する。

附 則（平成15年10月29日庁訓第69号）

この訓令は、平成15年11月１日から施行する。

附 則（平成17年11月７日庁訓第76号）

この訓令は、平成17年12月１日から施行する。

附 則（平成18年３月31日庁訓第63号）（抄）

（施行期日）

第１条 この訓令は、平成18年４月１日から施行する。

附 則（平成19年１月５日庁訓第１号）（抄）

（施行期日）

１ この訓令は、平成19年１月９日から施行する。

附 則（平成19年11月30日庁訓第164号）（抄）

（施行期日）

１ この訓令は、平成19年11月30日から施行し、平成19年4月1日から適用する。

附 則（平成21年3月31日省訓第31号）（抄）

この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。ただし、第２条中目次（「第２７条の１０ 船舶

検査等手当」を「第２７条の１０ 海上警備等手当」に改める部分に限る。）及び第２７条の１０の

改正規定は、同年３月３１日から施行し、同年３月１３日から適用する。改正規定は、同年３月３１

日から施行し、同年３月１３日から適用する。

附 則（平成21年6月29日省訓第40号）（抄）

この訓令は、平成２１年７月１日から施行する。

附 則（平成24年3月19日省訓第19号）

１ この訓令は、平成２４年３月１９日から施行する。

２ この訓令の施行の日後において、３等陸尉、３等海尉又は３等空尉以上の自衛官の候補者として

採用された者が次に掲げる者である場合には、その者のその候補者である間の俸給月額は、この訓

令による改正後の幹部自衛官の候補者の俸給月額の決定に関する訓令の規定にかかわらず、なお、

従前の例による。

(1) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づく大学において薬学の正規の課程（同法第８７

条第２項に規定するものを除く。）を修めて卒業した者
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(2) 薬剤師法の一部を改正する法律（平成１６年法律第１３４号）による改正前の薬剤師法（昭和

３５年法律第１４６号）第１５条第２号の規定の適用を受けた者

(3) 薬剤師法の一部を改正する法律附則第２条第２項の規定の適用を受けた者

附 則（平成26年3月6日省訓第5号）

この訓令は、平成２６年３月６日から施行する。

附 則（平成26年5月30日省訓第35号）

（施行期日）

１ この訓令は、国家公務員法等の一部を改正する法律の施行の日（平成２６年５月３０日）から施

行する。

２・３ （略）

附 則（平成26年11月28日省訓第59号）

この訓令は、平成２６年１１月２８日から施行し、改正後の幹部自衛官の候補者の俸給月額の決定

に関する訓令の規定は、同年４月１日から適用する。

附 則（平成28年1月26日省訓第1号）

１ この訓令は、平成２８年１月２６日から施行する。

２ 第１条の規定による改正後の幹部自衛官の候補者の俸給月額の決定に関する訓令の規定、第２条

の規定による改正後の幹部自衛官の候補者が昇任した場合の号俸の決定に関する訓令の規定及び第

３条の規定（附則第３項の改正規定を除く。）による改正後の防衛省職員給与施行細則の一部を改

正する訓令の規定は、平成２７年４月１日から適用する。

附 則（平成28年11月30日省訓第67号）

この訓令は、平成２８年１１月３０日から施行し、改正後の幹部自衛官の候補者の俸給月額の決定に関

する訓令、幹部自衛官の候補者が昇任した場合の号俸の決定に関する訓令及び防衛省職員給与施行細則の

一部を改正する訓令の規定は、平成２８年４月１日から適用する。

附 則（平成29年12月15日省訓第62号）

１ この訓令は、平成２９年１２月１５日から施行する。

２ 第１条の規定（幹部自衛官の候補者の俸給月額の決定に関する訓令第１条第１項の改正規定（「第１

条第１項第１号ロ」を「第１条第１項第１号ハ」に改める部分に限る。）及び同条第３項の改正規定（「第

１条第１項第１号ロ」を「第１条第１項第１号ハ」に改める部分に限る。）を除く。）による改正後の同

訓令、第２条の規定による改正後の幹部自衛官の候補者が昇任した場合の号俸の決定に関する訓令及び

第３条の規定による改正後の防衛省職員給与施行細則の一部を改正する訓令の規定は、平成２９年４月

１日から適用する。

附 則（平成30年11月30日省訓第45号）

この訓令は、平成３０年１１月３０日から施行し、第１条の規定による改正後の防衛省職員療養及

び補償実施規則の規定、第２条の規定による改正後の幹部自衛官の候補者の俸給月額の決定に関する

訓令の規定及び第３条の規定（附則第１項及び第２項の改正規定を除く。）による改正後の幹部自衛

官の候補者が昇任した場合の号俸の決定に関する訓令の規定は、平成３０年４月１日から適用する。

附 則（令和元年11月22日省訓第25号）

この訓令は、令和元年１１月２２日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。

附 則（令和４年11月28日省訓第75号）

この訓令は、令和４年１１月２８日から施行し、平成４年４月１日から適用する。

附 則（令和５年11月24日省訓第103号）

この訓令は、令和５年１１月２４日から施行し、第１条の規定による改正後の防衛省職員療養及び

補償実施規則の規定、第２条の規定による改正後の幹部自衛官の候補者の俸給月額の決定に関する訓

令の規定及び第３条の規定による改正後の幹部自衛官の候補者が昇任した場合の号俸の決定に関する

訓令の規定は、令和５年４月１日から適用する。


